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原子力発電所の信頼性向上対策
ReliabilitYlmprovement Method for BWR Power Plants

我が国の原子ブJ発電設備は,米国からの技術導入により建設をf一別台Lたか,その

後10年間に国産化され,-蓄桔された技術力により,改良標準化される段ド皆にまで達

している｡

しかし､初期の導入プラントを中心として計l叫外の運転停_1L二を余儀なくされ,卜

分な稼動平に達しているとは言えない｡これに対して,我が何では米同方式とは異

なり,設備メーカ【が原子炉を含む全設備を一括取りまとめて納入し,計一句,設計,

製作,建設,定期検禿,保守を行ない,運転実∃坑のフィードバックも迅速に行なjっ

れるという特長をもっている｡このため,国産化による中国電力株∫℃会社出根原子

力発電所1号炉は6年間の平均時間接動率約72%を達成L,同産炉として信相性の

高いことをホLている｡

本稿は,これらを支える国産自主技術の開発兆さ比と,日立製作所の山‾賢した技術

改善,製品品質管理,信衷馴生解析法,保守改良などの信根性向上対一策について述べ

るとともに,■運転管理される電力会社との協力が,高いイ言根性,高禄動率の達成に

必唄であることについて述べる｢､

n 緒 言

総柄ベースにのった投手刀の商用原子力発電所は,1969年米同

に建設されたオイスタ･クリークJ京了･力発電所(+-けプ65フナkW)

であるが,その後米国でのj達設台数増加ととい二,BWR(沸

騰水刊煉f･プJ発電所)は段階的に改良刊がl凋発され,かつ大Jli■!

化してきた｡我が国では,初ゴーり=よそれらの米国プラントが輸

入され,同内メ【カーへ技術導人が行なわれた｡その経験に

必づき,中国電力株式会社島根原子力発電所では,国産化率

93%に達する自主技術で建設され,運転実績も6年を経過し,

そのヤ#J時間稼動率も約72%を達成している1トニi)｡技術導入

から改良標準化までの同産化率とその柘動率について,代表

プラントを選び表=ニホす｡

日立‾製作所は,原子力発電プラントの設計,製作及び建設

を柑当するとともに,システム及び機器の信根性向上策を相

桓柏勺に推進してきた｡

特に,燃料､炉心管理技術,炉圧力容器･汚己管の溶接技術,

!肘震性評価枝術,計装システムの信頼性向上などに努めてきた｡

一方,信相性評価手ぎ去として,日立製作所独自のシステム

用と機器用の評価手法の開発を行ない､発電プラントに適用

し稼動率の向上を図ってきた｡

また保守面では,保勺:設計､先手保守管理システムなどの

保全管理技術の確立に努力しており,活用を凶っている｡

以下に,これらの日立製作所でのイ言根性向上策について紹

介する｡

同 系統計画におけるシステム信頼性向上策

原子力発電設備の主要系統は,発電を目的とした常用系と

故障時に原子炉を安全に停止し,冷却する非常用系とに分け

ることができる｡常用系は機器の信栢性を上げ,故障による

予定外停止をなくすように努力して,システム設計がなされ

ている｡非常用系は,信頼性の高い原理の異なるシステムを

採用するとともに,システム冗長性をもたせ,系統を分離配
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表l 国産化率と稼動率の動向 技術導入期から改良標準化期までの

複数代表プラントの国産化率と稼動率を示す(システム技術･据付は概略比率を

示している)+､

技術の

推 移

70ラント国産化率
稼動率

(設備利用率)
備 考

システム技術 機器設計,製作 据 付 運 転

技 術

導入期

100%

44.0%

□輸入

□国産

50

55%

国産化期

100%

92%

59.3%
50

改 良

標準化期

100%

99%

建設中

(7冒石貨)
50

注:1.上記はBWRの例を示す｡

2.機器国産化率は｢原子力ハンドブック+による｡

3.稼動宰は昭和52～54年度の平均値(3年間),データは

｢原子力ポケットブック+及び｢原子力産業新聞+による｡

置して機能の確実な動作が確保できるよう配慮されている｡

2.1 常用系の信頼性

大槻校のプラントでは,機才旨の故障よりも,計装誤動作,

小f室管リークなどの放†埠により,計画外の停止を余儀なくさ

れることが多い｡これらの故】箪を防_1Lするためには,各機旨詮

の機能の占める位置付けを行ない,設計から据付までを管理

するとともに,保守に至るまで同一思想で管王里されることが

必要である｡

また,プラントの)室転実績から,きめ細かい見直しか必要

であり,図1に米国での停止故障の系統別分析を示す｡更に,

我が国の故障を図1の黒いヒストグラムに示すが,一次系の

*
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囲l 停止故障の系統別分析 米国での5年間の停止故障の系統的分析

と,我が国での傾向例を示す(計装,弁,機器の国産化により傾向はかなり異な

っている)｡

輸入機器,計装系に故障原因が集中していることが分かる｡

計装系は,原子炉系の多重計測と論理回路を組み合わせる

ことにより検出信頼度を上げているが,更に,タービン発電

機系を多重計測にし,プラントを誤信号で停止させないよう

に改善一策を提案し,順次改良されつつあり,改良標準化にも

一部j采用されている｡

2.2 非常用系の借頼性

原子炉工学安全系は,機器に故障が生じても,設備を損傷

することなく炉を緊急停止冷却する機能と,万一燃料破損,

炉冷却水の炉冷却水漏出が生じても,多重防御により放射能

を外部放出することなく,安全に炉を停止する機能を備えて

いる｡このため,非常用炉心冷却系と炉冷却水漏出に対する

二重の放出放射能格納システムをもっている｡特に,炉心を

冷却する工学安全系は,原理の異なる多重系により構成され

ている｡

BWRは炉内の沸騰蒸気を直接タービンに送る巧:!式である

ため,炉容器内に液面をもっており,配管破断時などの減圧

を生じても,平常運転時と相変化を生ずることがなく,平常

時の運転計装で,事故時にも炉水の二状態を監視できる特長を

もっている｡また,炉容器内に自然循環可能な炉心冷却機能

をもっており,循環配管,ポンプを非常時冷却の必須条件と

していない｡自動減圧弁の作動で炉庄急速低i域による炉内壬主

水を容易にして,炉心水位を保ち炉心を冷却することも可能

である｡図2に仮想故障シーケンスの解析結果を示すが,結

果は炉心を健全な,状態に保たれることを示している｡

米国スリーマイル島での炉事故対策として,工学安全系の

再検討を行なったが,BWRでは設備の大きな改善を要する

ものはなかった｡運転員のヒューマンエラーを防止し,運転

管理をより容易にするため,ヒューマンエラトリ【分析によ

り改善項目を摘出するとともに,安全系ステータスモニタの

設置,異常時インストラクションシステムの開発に着手し,

いっそうの非常用系の信頼性向上に努めている｡

艮 機器の信頼性向上対策

原子力発電設備の機器は,高い信頼性が要求されている｡

このため,日立製作所では機器の重要度クラスを設け,設計,

製造及び建設に一貫した管理を行ない製品品質を確保してい

る｡また,機署削ま実績ある材料と実績があり確立された技術

6

RC】C

HP()i

呂2㌫起動

炉水位低下信号
炉 スク ラ ム

主蒸気隔離弁閉

逃し安全弁開

注:略語説明

RC】0(原子炉隔離時冷却系)

HPC】(高圧注水系)

AE〉S(自動減圧系〉
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図2 仮想多重故障時の解析シーケンスと結果 BWRは多重故障

の仮定でも炉心が健全な状態に保たれる特性をもっている〔工学安全系は,高圧

注水系(100%×l),炉心スプレー系(100%×2),低圧注水系(33.3%×4)か

ら成っている〕｡

を適用し,製品の安定したイ一語椒惟確イ米に努めている｡しかし,

一方では技術的には最新の技術を適用し,最高の品質のもの

とすることが必要であり,次に述べる地味な確認,改良が不

断に行なわれている｡

3.1燃料･炉心の信頼性

原子炉の基礎技術であり,米国GE(ゼネラルエレクトリッ

ク)社の技術を基礎としているが,燃料の製品管埋,基本仕様

内での改良などの技術は,GE社を上回るレベルまで進み,

日立製作所で納入した中国電力株式会社島根原子力発電所用

炉の初装荷燃料400本は昭和49年に納入したものであるが,電

力会社の絶大な支援の‾Fに,世界最初の無破損を達成して,

昭和54年度定期検奄時最後の燃料体が取り出された｡この当

時の一例として,Zr被覆管の水素脱化破損1臥lヒのために行な

った燃料ペレットの水分管理実績を図3に示す｡二れは日立

製作所の研究データにより日立濃準を定め,水分管f里方式に

より当時の燃料破才貝の最大要因であった水素脆化を完全に王坊

止できるようになった｡また,起動試験時にH_立製作所独自

の燃料局部上昇率制限毎日寺0.06kW/ftを設けることにより,

出力上昇時の破損防止対策を行なった｡同時に,運転中のウ

ラン燃焼により吊り御棒を引き抜き出力を一定に保つ制御棒計

画(炉心燃焼管理)を改良し,設計値17.5kW/ftを下回る運転

目標15kW/ftを設け,実績を挙げることができた｡

以上3件の改良対策は,電力会社の協力により完全に実施

することができて達成されたものであり,燃料,帆L､の信根

惟向上として伸j期的な実績といえる｡

その後,燃料は7×7燃料から8×8燃料に変わるととも

に,上rF濃縮度を変えて軸方向分布の出力ピーク値を下げ,

燃料単位長さ当たりの出力密度を下げた炉心｢日立WNS炉心

(上下2領J或濃縮度炉心)+が開発され,既設プラントの取替燃

料,新設プラントに採用されつつある｡これらの技術改良は,

同一炉心での出力上昇の方向に用いられることなく,燃料炉

心の運転余裕に向けられており,信頼性,健全性の向上に使

われている点が大きな特徴である｡
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図3 燃料棒の水分管理 GE基準よりも厳Lい数値を研究データから採用

しており,製作実績ヒストグラムはそれよりも低い値に管理されていることを示す｡

3.2 炉圧力容器の信頼性

炉圧力容器は僚子炉炉心を内蔵し,冷却水を保持する一最も

重安な機器であって,高い信頼性を要求されている｡このた

め,詳細な応力解析に基づく設計や信相性の高い製造実績を

もつとともに,貝てi射脱化について製品寿命中信束副生のある材

料の選定,厳格な品質管理システムによる製作･検査,運転

開始後の定期的供用中検奄による健全性確認が行なわれてい

る｡,設計上は,低サイクル疲労解析や月てi射脆性管理が最も毛

こ要であるか,近年は高サイクル熱応力,耐食性を考慮した炉

内機器設計が行なわれている｡図4に,細部構造の信相性向

__【二策の一例を示す｡内面二層ステンレス肉蔑は,耐圧部材の
炭素の溶接時拡散によるステンレス柑の耐食性低下を防止す

るととい二,耐圧部材のアンダービ【ドクラックを再結晶に

より防止するためのものであり,日立製作所では中国電力株

式会社島根原子力発電所1炉から特有の技術として採用してい

る｡また,製造技術の進歩により,耐圧部材の溶接に狭間先

溶接を採用し,溶接熱影響部の耐衝撃性の向上を図るととも

に,溶接部の減少を図っている｡下鏡一体鍛造法は,大型鍛

造技術が完成するとともに,コストは_Lがるが溶接線がf戒少

して信頼性が向上するため採用に踏み切るとともに,供用中

の非破壊検査必要部領域を減少して保守点検,被曝量の減少

を図っている｡

3.3 配管溶接部の低≦成

嬉子力発電設備はプラントであー),その配管･弁･計装制

御の占める比重は大きい｡特に配管は炉冷却水を内蔵してお

り､高い信頼性が要求されている｡配管溶接部は,配管材料

と同稚の†春枝材料で溶]妾され,その強度･敵性は管材よりも

高いが,管村側に熱影響部があり供用中検奄の対象部となっ

ている｡日立製作所で_はこの点に着目し,配管に曲げ管を大

幅に採用することを計画し,設計･作業法を確立して電力会

社の承認を得て適用している｡図5に特に重要で信頼性を必

要する格納容器内配管･工学安全系などの溶接線の減少効果

を示す｡これにより,配管の信頼性の向上,供用期間中検杏

による被曝低減が大きく期待できる｡

3.4 ステンレス配管材料の耐食性改善

BWRには,304系ステンレス鋼が標準として使用されてい

たが,米国ドレスデン原子力発電所2号炉で発見された応力

腐食剤れを契機に,昭和50年以降非破壊検香で多数の配管溶

接熱影響部に応力腐食割れが発見され,配管交換作業などに
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図4 炉圧力容器の信頼性向上策 内面二層盛,狭間先.下鏡一体鍛

造などにより,圧力容器の信頼性向上のため適用している製造法の改善を示す｡
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図5 主配管の溶接線減少(一例)配管の信頼性の向上供用期間中検

査による被曝低減が大きく期待できる設計,製造法を採用している｡

保修日数を要し,昭和53年までBWRの稼動率を下げる主要

因となった｡炭素量が低く,溶接人熱の低いプラントでは発

生しなかった場合もあるが,研究結果では炭素含有量が0.04

%を超える材料では,溶接による耐食性劣化を熱影響部に起

こし,かつ円己管断面固有の変形拘束性のために内r丘=二降伏一斗

を超える残留応力を生じて,特に直径が10in以下の配管にな

ると150～280℃の高温溶存酸素水環境では応力腐食剤れ発生

の可能性が高い｡

耐食性向上工法としては,内面水冷溶接,高周波外面加熱

など内面を圧縮応力に変える方法が開発され,また,内耐を

溶着金属であらかじめ弓蔽う内面バタリング法も開発され適用

された｡

しかし,基本的には溶接によっても耐食性が劣化しない村
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単軸引張り(SUS304系)

鋭敏化熱処理:821さcx24h

A:試験牡鹿
0:試験完了

● こ破断

実パイプテスト(48溶棲管)

304系 316系

日立デーき △ 【】

GEデータ 事 卓

0.02 0.04 0,06

炭素量(%)

朋0

図6 単軸引張り及び実パイプ応力腐食割れ試験結果 炭素量が

0.03%以下となると,強鋭敏化熱処理.高応力の加速条件でも破断Lなくなり,

耐食性が良くなっていることが確認されている｡

料を使用すべきであって,耐食材として304系,316系とも炭

素量が0.02%以下であれば十分であることが実験室や4in溶

接管などで大規模な長期試験を行なうことにより確認された｡

これらの材料及びN(窒素)をi恭加して強度を上げた材料が,

耐食材料■として新設プラントに適用され,既設プラントの取

替材料として適用されている｡図6に低炭素の効果を示す実

験データを例として示す｡日立製作所,GE社,原子力工学

試験センターなどで行なわれた4in溶接パイプテストも図6

とほぼ同一の傾向を示しており,低炭素の効果が実証されて

いる｡

我が国での耐食性向上対策は電力会社で迅速に適用され,

応力腐食発生率の高い領1或は定期検査時に交換,及び滴寸食性

向上対策が実施された｡予防保全として,残る部分の対策が

引き続き行なわれているが,新プラントの耐食材適用とあい

まって,配管の応力腐食対策は完了し,大幅な改善が行なわ

れたといえる｡米国でのBWRが,ようやく耐食材の適用を

始めたことを二号えると,製造メーカーとして電力会社の迅速

な適用に敬意を表わしたい｡

3.5 耐震性の向上

我が国は環太平洋地震帯に位置する､ため,耐震設計は原子

炉導入の当初から重点をおいて研究評価されてきた｡我が国

の各種研究機関や電力会社,J京子炉メーカーの研究,試験の

レベルは世界的に高い水準にあるが,更に,原子力工学試験

センターに1,000t振動試験台を設置し,主要施設の実規模大

による実証試験を実施する計画が進行中である｡日立製作所

でもこの振動試験台の設計製作に参画し,更に,再循環配管

の実寸大の試験用モデルの設計や試験計画の作成を実施中で

ある｡

耐震設計では,近年特に試験による解析精度の検証,動的

機器の地震時の機能の検証が重視されている｡表2に,原子

炉主要設備の耐震信束副生向上のための施策を示す｡日立製作

所は,仝プラント取I)まとめメーカーとして機器･配管系の

耐震研究とともに,人工地震波の作成,建屋【地盤系の地震応

答解析,あるいは地下逸散i成衰評価などの解析技術の開発4)-5)

を行ない,プラント全体としての耐震性評価に応じられるシ

ステムを整備している｡

大型設備としては,制御棒駆動装置及び実寸模疑燃料体を便

表2 耐震信頼性向上のための施策 各分野で協力Lて担当,実施し

ている耐震信頼性確認施策を示す｡

検討･評価
部署

地盤･建屋系 原子炉設備系

設 計 条 件 建屋応答解析 機器応答解析 信頼性確認

1.公的委員会

2.電力会社

3.建設会社

4.原子炉設備
製造会社

(1)地盤調査

(2)地盤ヤン
グ率

(3〉設計地震
波形

川建屋設計

(2)地盤建屋
相互作用
解析

(3)建屋非線
形解析

(1)原子炉炉心

(2)動的洩轟

(3)静的機器
配管

(4)電気軌銅系

(1)燃料体裸
勤試験

(2)制御棒挿
入試験

(3)機能維持
確認試験

(4)配管現地
加娠試験

(5)単体耐震
応答試験､

用した地震時制御棒挿入試験装置4)による加速度500Galまで

の特性試験を実施するとともに,独自の平面軸受け機構を用い

た水平･上下同時加振振動台(3 t及び20t)を相二大いで完成

さ-せ,耐宗試験に活用している｡図7に,本振動台を用いた

加振試験二状況及び加粘汽の応答例を示す｡水平･上下のクロ

ストークがなく,良好な特性を示している｡図8は,原子炉

建屋など大判建築構造物の起振試験用として開発した試験装

置で,日本原子力発電株式会社東海第二発電所の燃料交換J末

に設置し,原子炉建屋の加振試験に使用したものを示す｡

【】 システム及び機器の信頼性評価手法

日立製作所は,原子力発電設′備に代表される各種の大空■壬フ凸

ラントの信頼性解析評価システムの開発･適用に努力してき

た｡現存所有している日立製作所独自の評価手法を,図9に

示す｡いずれも定量的判断ができるように工夫されている｡

以下に代表的手法について二例を示す｡

4.1 システム信頼性評価手法"Hl-FMECA”

本手法は,故障モード,故l琴による影響,致命度などを日

立製作所方式の｢故障要因評価点表+により点数評価して,シ

ステムや機器にi替在している系統要求信相度に対し,弱点部

となっている故障要因を摘出,帽正する手法である｡

この故障要因評価点表は,機械系機器のように部品故障率

が容易に得られない製品についても評価できるように開発し

たもので,システムに対する設計条件の｢要求評価点(Ⅹ)+と,

水平方向入力

水平方向被動台

応答

鉛直方向入力

鉛直方向振動台

応答

‡200G.畠‡

‡200Gal
HIs

図了 水平･上下2軸試験台の応答例 周波数領域0.5～30Hzのラン

ダム三度入力時の振動台応答を示す｡水平･上下それぞれの応答及び両者のクロ

ストークで非常に良好な特性を示Lている｡
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図8 建屋振動試験装置ブロック図 日本原子力発電株式会社東海第

二発電所原子炉建屋の振動試験に使用Lた大型偏心重量式振動発生装置を示す._

l台当たり最大起振力は水平150t=3H/時),釜台直27t(13H/時)で同期制御が可能

である(電力中央研究所へ納入)り

設計された巷乱指のl‾実績.沖価ノ･さプこ(Y)+とを,卜帥抗し比較すること

により,対策を施すべき機器か左F}量的数rf:で摘J!1することか

できる.､

本手法により,原-‾｢小･次系,クーlビン.堆1も糸､給･fk水

系,非借用ノ小心ごてナよl】系,‾如に非常用ティーーセルや計装ソ:ウ1毛糸

などグ).評価を行ない,数多くの此汚をづ三池し唱(†-ノノフラントグ〕

様動辛l叶卜をl二三1ってきた(表3に一枚峠安【大1解析2こをホす)帆7)

4.2 機器の多重要因寄与度解析手法"H卜MUFCA''

本手i去は,俺川環桟などの使哨条件かjし適グ)機貸さ妄,す乙･わ

ち介やポンプなどの単体与望品のfii鰍件角牢析に過Lている.､

特に,単体製品についての放悍規範か多数あり,かつそれ

に対するJi帥吉要因も多数ある楊介に,どの一枚悍安卜人=二ついて

対句盲を施すべぎかを摘山することかできる_.

木下法は,表4にホすX Yチャーーートを川い,Ⅹ欄には放特

規範を,Yイ側にはⅩ仰の放悍一呪象を発′トさせると想定きれる

すべての放障要地を記人する､1二jこに,X Yチャート解析去で

1牧障一呪象と紋障要【対との和一弘‖莫‖系がある項Hを摘出L,各二項

臼について｢,沖佃か烹表+により解析を行なう

この評価∴てく表は､｢莞七確率(A)+,｢各与ヰ(B)+,｢対策の

難易度(C)+,｢一第三繁り妻(D)+などを評価できるように配点し､

製品ごとに評価項目を選択するL⊃

各項目ごとに寄与度Cむを次式により計算する｢ノ

C∠ノ=月～ノ×βよノ

シ ス テ ム 単 体 機 器 運 転 保 守

機械システム系用

評
価

手

法
電気計装制御系用

Hl-FTVA

機械系車体用 運転ヒューマンエラー用

Hl-HETA

注二略語説明
Hl-FMECA(Hitachi-Fa‖ure Mode E†fect Criticality A[alysIS)
HトFTVA(Hitachl-Fault Tree Value Anarysis)
HトM〕FCA(HitachトM州j Failure Factor's Co[モ｢】buい0〔Analysis)
H卜HETA(H舶ch卜Humanerror Tree AnaFysis)

図9 大型プラント信頼性解析評価手法 日立製作所の適用している

信頼性解析手う去の位置付けを示す｡

沸騰水型原子力発電所の信頼性向上対策 627

表3 システム弱点評価解析表 機器ごとに｢故障要因評価点表+をも

とに×とYとを比較することにより,数値により弱点を摘出L,対策の適否を判

定できる｡

システム弱点評価解析表

"川FMECA''

プラント A
記

▲弓‾

給水ボン70

2台運転と

する｡

担 当

系 統 給水系

区 分 】計装系

横 故 影

響

要求評価点(X) 実績評価点(Y) 判 定

】環
傭 条修 度故 機 保 実シ 系

X Y

判

定

対

策

案

障 境 用 王里 障 器
全
績ス 統

器 モ 条 条 許 致 構 評テ 構
】 件 件 件容.命 造 J性 価ム 成

名 ド (A)
l(B)

(C) ■(D) (K) (L) (M) (N)

(例)藍
旦

レ

ノ(

ポ
ン

標 常

用

=.0)

8

h

ラ重
フ

要複
国雄

l
故実
降旗

単

あ
28> 256

不

∠ゝ

多

】重

化

ス
】

ニス

プ

ト
準 1以 卜 あ､ 亭 例あ

イ テ リ
40℃> 内

(0.7)

竺大 り故 あ あ り り

(0.5)

J

格

ソ
ツ 7()%> 早 り り

､

チ ク ブ (0.5) (D.8) (0.8) (0.8) (0.8) 2リリtOf3

l
l

(評価り (判定)

要求評価(X)-(A ト(B)x(C)→(D)べ+DO X一-ごY 二不合格

実績評価(Y)=(Kトく(L)ナ､(M)ノ(D)ィ】00 X一くY:合 格

表4 HIMUFCA X-Yチャート 機器単体の故障現象と,その要因

発生確率より寄与度を解析L,改善すべき順位を判断できる.-J

＼＼､､､γ

ズ＼＼
r】 rコ

l
γノ 計

ズ1 Al】×β11=C【1 Ct‥二 CLノ

Cコノ斗ご Cコ1 C22

ズJ■ C/l C/こ?

CL+-∫C.2

C/ノ

C二∫C｡C Cい-∫C∫】 C＼二∫C‥J

寄与度(%) C+C Cl【C

l ｢∵TCミ一三
】 =〕0

順 位 3

)主:略語説明

ズ(故障現象).r(故障要園)

Cり(寄与度)-一月‥(発生確率)×βり(寄与率)

d～ノ:発生確率

βリ:岩f-リー率

以下,表5に従一-ノて解析を進めることにより,評価Lた単

体製.ゝ71の放†碍要L勾ごとのて寄与度を求めること吋能で,容為に

対策すべき放特質因を摘出することかできる｡

本手法により,単体専乱トムのイi一指剛性向上策の効果がt沖価できる.｡

同 原子力発電設備の品質と品質保証

原子力発電設備の安全作と信束削生確保のためには,各系統

設備･機器の必要とする.指質レベルを三左め,品平子を保証する

ことが車要である｡日_立製作所では重要度にJ応じ､図10にホ

す区分により,各区分ごとに定められた品田管理項月を設計

かJ〕埋設に幸るまで一片した管理を行なってし､る｡GE杜に

も】暮]様なクラス分けかあるが,原子炉系の答器,配管及び弁

に限ノブれたものである｡口立製作所は総合プラントメーカー

である則ノ､･二を生かL,タ=ビン系機器･円己管放び補柑系まで

紘一Lた背理を行なっている｡‾更に最近のプラントでは,機

能別ク)仁i柑度管理上左分を設け,機械系だけでなくて≡E気･制御

系,補機系及び授与t空調系までも含めて,前記重要度区分と

組み合わせて管理を行なっている｡この区分は,購入品や取

結部品に至るまで一貫して適用され,プラントの総合Lた信

根性の確保を図ってし､る｡

8 保全管理

6.】保守設計

原了づJ製品の保守が谷易に,かつ短時間でできるように保

守,窟期検査実績より構造改良を行ない,被曝低子成とイ末寺作

9
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図10 品質保証システム図 品質保証には,管理すべきレベル,内容の

設定が必要であり,重要度の高いものはチェックシステムを重複化すペきであ

る｡また,プラントが運転に入った後も,同種管王里が了続けられることが信頼性

維持のため必要であるし

業のイ吉松件向_l二を卜刈っている｡

保1:惟改良設計は,フラントの配iEこ計酔j,機器単品の保守

作業内谷をもとに実施されている′つ その-一･例を東京電力株式

会社加島第二J京子力発屯所2号機の改良巧■三橋納谷器l勺設伯に

ついて述べる｡

(1)格納谷器の形状を愛護工し,逃L安全弁の良1∴にホイスト

レール設置を‾叶能とし,また,専一口搬出Uを設けて付こて〕二の不

払化を同っている.｡

(2)換ムーも空調機を_l二部に椎すことにより,;て†,印効果を_1二げる

とといニダ､クトを少なく L,rヰ術環七ンフ,主蒸1び崗維弁の

分解手入れを布端にした_.

(3)制御怖活しヰ動装置の日動交一晩機を設i拝するととい二,分解

†肘Ⅰ箸1ミを搬出口にjせく設う宣L,作業件をr‾rl】卜させた｢二.

(4)佃げ甘を抹用することにより,格納谷器内の軋ノil二の溶接

線は大幅にi域少するととい二,作業用峠を計匝拍勺に配置して

作業件の｢aJLを同っている､｡

以上述べたような改良設計を行なうことにより､作業所要時

間の触縦･放射線披モー娃線量のイ氏減を回ることにより,保勺:作

業の制約を減らし作業の信奉則生を高めている｡

6.2 先手保守管理システム

原了･カフ‾ラントの計画外停1上二を避けるため､篠重いPのフラ

ント拍障データを収集L分析,評価を行なし､,稼動中のプラ

ント及び新規プラントの改善を実施することが干望まれる｡

このため日寸二製作所では,悦子カプラントの故障を統云汁処

理するシステムを開発し,使用者側と協調して故障の防Ⅰ【二を

l切る先手保守管理システムを開発している｡

本システムは,大形計算機とマイクロフィッシュを使用し,

故障例より事前予防策を摘出している.二.

(1)故障発生の多い系統及び機器の摘出

(2)プラント運転中の常用系統の多発故障の傾｢rり分析

(3)機器の故1軍規象別経年変化

更に,主要機器の特性変化を点検パトロ【ル記鈷かご〕プロッ

トし,機器の保護装置が作動する以前に,予防保全の安否を

判断する保守方法も確立し,中間保守,定期検奄時の作業二境

目の選定を行ない,計画外停止による稼動中一氏下をl坊ぐ先手

保守管王里システムを電力会社の賛同を得て適用している｡

6.3 運転･保守への協力

プラントの製作･建設は数年で終わるが,運転･保寸はプ

ラント寿命中(～30年)継続する｡二の間の稼動率は､設計製

作の完全さとともに運転･保守の万全さに依存してし､る｡
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図Il運転保守協力寸幾構 日立製作所の運転保守技術への協力活動機構

とLて,センターを設定Lて推進を図っているし､

ニゾ‾)ため,日､二仁製作所は図11にホすような協力機構を設こ言チこ

L,ノ.註プJ三さ社側の逆転員ノ女ひイ米守安土iグ‾)教育訓練に協プJする

ととい二､技術情報グ)拙供と技術f比淡放び指や･改革き才足二束に

努めてし､る= 重た,原十プJフ■ラントサービスセンターとして

納入フラントニ■とに付こて､1:Llf什芥を;主め,系統的な一‾1一旦`Lたフ､

ラント恍1‥へのサービスか行なえるようにLて,様軌ヤク)山

卜に努めている._.

切 結 富

山卜,BWRこ′)イ‾f子中抑1三内卜対策について述べたか,フラン

トグ)様重かキ小+卜,イ._さ軒と竹三内_卜は,J月(†･力発′■註を収り巻く稚業

界のほ術力､l廷j係托術∴片♂〕レベルと滋二枚,ソテ丁こ′肖イ汁1二の指･i掛二

人きく 上軋される.っ Lかし,Jム本的には言州ijメーカ=と逆転

竹雌を行なう′意力会社の収Jトiにかかっており,二の‥11j許は小

の‥hj輪であ/_1ていずれかに荷か†応‾車してはう 圭くいかない

巾名･か協力協L渦Lてはじめて成J小⇒1るものと†i言ずる〔う 日‾､工製

作所は,設備メーーーカ【の屯場から午後も全力を挙げて,設備

のイiさ柑作確低 山_とに努力してゆくぢ▲えであるが,電力会社

各i-との指や･協力のもとに,我が同の原了一ノJ発`芯設ノ備か好枝

垂わ率を維持Lて,同上亡各付.か仁〕イう摘互をノ受け､その大きな価仙

を認識Lてもノノえるところまで肯成･改良を行なってレ♪きた

いと念願Lてし､る｡

終わりに,二れまで御指噂をいただいた顧†存,及び飾り協力

を得た社内の関係各位に対し深謝の意を表わLたい1つ
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